社会福祉法人○○会　競争入札要領

（目的）

第１条　社会福祉法人○○会（以下「本会」という。）の競争入札手続きについて、契約手続規程第２条に基づき定めるものとする。

（入札参加条件の決定）

第２条　入札に参加する者に必要な条件については、次のとおりとする。

（１）　地方自治法施行令第１６７条の４の規定に該当していないこと。

　（２）　指名停止期間中であること等指名から除外する期間中でない者であること。

　（３）　建設業の許可を有すること。（建設工事の競争入札の場合）

２　入札に参加する者は、本会の役員や評議員と親族その他特殊な関係がある者及び設計業者等と関係のある者並びに設計業者等と関係のある下記のいずれかに該当する建設業者は、入札への参加及び当該工事の請負はできないものとする。

　（１）　設計業者等の役員が、建設業者の役員を兼任している建設業者

（２）　設計業者等と特別な関係にあると認められる建設業者（設計業者等が建設業者の関連会社に該当する場合等）

３　具体的な入札参加条件は、別に定める入札参加資格条件によるものとする。

（指名業者選定基準の決定）

第３条　指名業者の選定は、本会の理事会及び評議員会で行うこととする。

２　選定にあたっては、次に掲げる事項を審査し、選定の経過及び理由を明らかにした文書を作成するものとする。

　　①経営及び信用の状況

②官公庁工事の実績の有無

③類似施設の施工等の成績

④工事施工等についての技術的適性

⑤工事等の内容に適した専業性

（入札参加条件の公表）

第４条　入札参加条件については、公表しなければならない。

２　公表の時期は、公表後の手続きに要する期間を考慮して定め、入札を実施する日の○○日前までに「発注表」公表する。

３　公表方法は、本会掲示板またはホームページ等に掲載して公表する。また、公表の期間は○○日以上（土日祝日を除く）とする。

（入札参加希望業者の受付）

第５条　入札参加条件等を確認するため、全ての入札参加希望業者から入札参加希望書を徴取するとともに、資本金、従業員数、過去３か年の同種工事の実績（件名及び金額）、県に登録している業種、監理技術者数、その他本会が必要と認める事項について、書面により提出を求めるものとする。

（業者への通知）

第６条　入札日時及び場所は事前に公表するものとする。入札日は、現場説明会開催後（現場説明会を実施しない場合は、仕様書等配布後）見積り期間として○○日以上（土日祝日を除く）を確保したうえで設定するものとする。

（入札予定価額等の設定）

第７条　本会は、入札を実施するまでの間に、予定価額を設定しておかなければならない。予定価額とは、入札に参加する者が契約可能な上限額のことで、予定価額の設定は、入札を適正に行ううえで極めて重要な行為となるため、本会が自ら決定しなければならない。

２　最低制限価額は、予定価額の１０分の○以上で設定するものとする。

３　予定価額を決定した時は、「予定価額票」に予定価額（及び最低制限価額を設定した場合にはその価額）を記載し、封書に入れ封印し、当日まで施錠が可能な金庫等に保管しておくものとする。

（現場説明会の開催）

第８条　現場説明会は、原則として当該建設施設が建築基準法等に適合することが確認される必要があり、建築確認済後に行う。

２　現場説明会には、本会の監事、複数の理事（理事長を除く。） 及び評議員 （特殊な関係がある者を除く。） が立ち会うとともに、地元の理解及び協力を得るため、自治会役員または近隣住民の立会いを依頼する。

３　現場説明会を含め、業者との質疑等のやり取りについては、公平な入札実施の観点から必要に応じて他の入札参加業者にも伝えるものとする。

４　本会は、施設の建設予定地に入札参加者を集め、適正な入札価額が積算できるよう、設計図書、契約書（案）等を提示しながら、整備計画全般について説明会を実施する。最低制限価額を設けた場合には、「入札にあたり最低制限価額を設定している。」旨の説明も同時に行うこと。（最低制限価額は伝えないこと。）

（入札の実施）

第９条　入札は理事長（又は理事長から委任を受けた理事）が実施し、法人の監事、複数の理事（理事長を除く。） 及び評議員（特殊な関係がある者を除く。）の立ち会いを依頼するものとする。

２　入札は、定められた時刻に開始し、入札金額は消費税抜きであること等留意事項を告げた後、入札書を順次提出させ、全ての入札終了後に密封した予定価額票の封筒を開封し、入札金額と照合のうえ読み上げる。

３　予定価額の範囲内（かつ、最低制限価額を設定した場合には、その価額以上）で入札した者のうち、最低価額の入札者を落札者とする。その際、立会者は確認を行う。

４　予定価額の範囲内（かつ、最低制限価額を設定した場合は、その価額以上）で入札した者がいない場合は、原則として引続き再入札を実施する。

なお、最低制限価額を設定した場合、前回の入札でその価額に満たない者は再入札に参加できないものとする。

５　再入札でも落札者がいない場合は、引続き再々入札（３回目）を行う。

６　上記によっても落札者がいない場合には、次のいずれかの方法によることとする。

（１）　入札に応じる者が複数いる場合は、引続き入札を実施するか、日を改めて再度入札する。

（２）　最低価額で入札した者に契約締結の意思がある場合。（最低価額で入札した者に契約締結の意思がない場合は順次、低い価額で入札した者を対象とする。）

（３）　再入札以降において、入札に応じる者が１社のみとなった場合。

２　上記（３）及び（４）の場合に限り、次の条件を遵守したうえで、交渉による随意契約とすることができる。

　（１）　随意契約であっても契約額は、予定価額の範囲内（かつ、最低制限価額を設定した場合は、その価額以上）であること。

　（２）　交渉の過程で予定価額を明らかにすることはできない。十分注意して行うこととする。

　（３）　入札に当たっての条件等を変える（仕様変更等）ことは認められないこと。

　（４）　契約額が確定した場合は、その内容を書面にするものとする。

７　上記６においても契約ができない場合は、入札参加条件の設定に遡って、入札手続きをやり直すこととする。

８　入札結果（入札者名、落札者名、入札金額及び落札金額）については、本会掲示板またはホームページ等に掲載して公表を行うものとし、一般の閲覧に供する。

（契約締結の時期）

第１０条　落札者が決定した場合には、速やかに契約の締結をしなければならない。ただし、独立行政法人福祉医療機構からの借入れを予定している場合は、借入手続き完了後に契約を締結する。

（契約書の作成）

第１１条　経理規程第６０条により、契約金額が１００万円を超える場合は、以下の事項を記載した契約書を作成するものとする。

（１）契約の目的

（２）契約金額

（３）工事期間

（４）契約代金の支払方法(前払い、部分払い、完成払い等)

（５）支払時期及び支払条件

（６）一括下請負の禁止

（７）下請業者名の報告義務

　　　　　工事の一部を下請業者が行う場合は、業者と下請業者の間において下請負契約等の書面で締結し、その写しを本会に提出することを条件とする。

（８）その他約款事項等

２　契約書は、本会と業者の両者が記名押印したものを２通作成し、印紙税法で定められた収入印紙を貼付したうえで、両者が各１通ずつ保管する。

　附　則

　この要領は、令和○○年○○月○○日から施行する。

社会福祉法人○○会　プロポーザル実施要領

（目的）

第１条　社会福祉法人○○会（以下「本会」という。）の契約手続について、技術提案を求め、資質、適性及び能力を総合的に比較検討し、最も適すると判断される者を選定する手続きについて、契約手続規程第３条に基づき定めるものとする。

（参加表明書の提出）

第２条　参加の意思については、参加表明書の提出により行うこととする。

（技術提案書の提出）

第３条　前条の規定により、参加の意思を示した者は、技術提案書を提出することとする。

２　技術提案書は、１社につき１案とし、提出後の追加及び変更は認めない。

（技術提案書の無効）

第４条　技術提案書について、次の条件のいずれかに該当する場合は、無効になることがある。

（１）　技術提案書の提出方法、提出先、提出期限に適合しないもの。

　（２）　技術提案書作成要領に規定する技術提案書の作成仕様及び記載上の留意事項に示された条件に適合しないもの。

（３）　技術提案書に記載すべき事項の全部、または一部が記載されていないもの。

（４）　技術提案書に記載すべき事項以外の内容が記載されているもの。

　（５）　技術提案書に虚偽の記載をした場合

（６）　許容された表現方法以外の表現方法が用いられているもの。

（質問の受付及び回答）

第５条　質問については、文書または電子メールにより受付けるものとする。

２　質問に対する回答は、通知者全員に文書または電子メールにより行うこととする。

（技術審査委員会）

第６条　本会に技術審査委員会を置く。技術審査委員は、本会の理事、評議員、職員の内から○名以上とする。

２　技術審査委員の業務は、技術提案書の審査、ヒアリング（プレゼンテーション）を実施し、当該業務に最も適した技術提案書を作成した設計者の選定までの審査を行う。

（技術提案書を特定するための評価）

第７条　評価については、次に掲げるものとする。

（１）　魅力的で創造的な方針（コンセプト）となっているか。

（２）　イメージ図等の全体デザインや景観等は満足できるものであるか。

（３）　動線計画が的確であり、機能性に優れ実現性が可能なものであるか。

（４）　入所者に配慮したユニバーサルデザインであるか。

　（５）　提案内容に対する総費用や運営費用は、経済的な効果が考慮されているか。

　（６）　企画提案書やヒアリング（プレゼンテーション）の企画・構成及びその内容の説得力、アピール度はどうか。

　（７）　内容は具体的であり、業務執行体制は適切で信頼できると判断できるか。

　（８）　管理技術者及び担当技術者の経験、社会福祉施設等の類似施設の業務実績を含めた会社（事務所）としての総合力はどうか。

　（９）　上記以外の項目において特記すべき事項があれば評価する。

２　評価方法は、提出者された技術提案書及びこれに基づくヒアリング（プレゼンテーション）を実施し、上記の評価基準に基づき総合評価を行う。

３　当該技術提案書の特定については、各技術審査委員会委員が技術提案書の順位を決定し、その順位に対して下記の基準による配点を行う。各委員の配点結果の集計、合計点により技術提案書の特定を行うものとする。

	順　位
	１位
	２位
	３位
	４位
	５位
	６位
	７位
	８位

	配　点
	８点
	７点
	６点
	５点
	４点
	３点
	２点
	１点


（結果の通知）

第８条　特定された技術提案書及び特定されなかった技術提案書に係る通知は書面により行うものとする。

（技術提案書の取扱）

第９条　技術提案書に記載された主任技術者等は、本業務が終了するまで、原則として変更することができない。ただし、病気、死亡、退職等のやむを得ない理由による場合は、本会が認めた場合に限り変更できるものとする。

２　提出された技術提案書の返却は行わない。

３　提出された技術提案書は、公表する場合がある。

（技術提案者の失格条項）

第１０条　次のいずれかに該当した者は、技術提案者の失格者とする。

（１）　技術提案書提出期限に遅れた者または、ヒアリングに出席しなかった者。

　（２）　技術提案書に虚偽の記載をした者。

　（３）　技術提案書作成要領に違反する表現をした者。

　（４）　本件プロポーザルの参加要請の通知をした以後、技術審査委員会委員または関係者と本計画に関する接触を求めた者。

　（５）　その他選定委員会が不適格と認めた者。

（業務の委託）

第１１条　技術審査委員会で特定された技術提案書の提出者と本とは、それぞれ契約の締結交渉を行う。

なお、技術審査委員会で特定された技術提案書の提出者と契約が締結できない場合は、第二順位の者とそれぞれ契約の締結交渉を行う。

２　契約手続き、契約書は、本会の経理規程契約細則に定めるところによる。

３　事業の進捗により、契約期間は次年度以降になることもある。

（その他）

第１２条　技術提案書の作成及び提出に係る費用は、全て技術提案者の負担とする。

２　提出された技術提案書は、技術提案書の特定以外に提出者に無断で使用しないものとする。

３　技術提案書に虚偽の記載をした者に対して、指名停止措置を行うことがある。

４　提出された書類は、特定を行う作業に必要な範囲において複製を作成することがある。

５　この容量に定めるもののほか、必要な事項は別に定めるものとする。

　附　則

　この要領は、令和○○年○○月○○日から施行する。
